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フィリピン 
（１）基礎項目 

地 理 面積：29.9 万平方キロメートル（日本の約 0.8 倍） 

気 候 熱帯モンスーン気候 

首 都 メトロ・マニラ（人口 1,155 万人、07 年国勢調査） 

人 口 8,857 万人（07 年国勢調査）、年平均増加率 2.2％（90～07 年） 

民 族 マレー系が主体。他に中国系、スペイン系、およびこれらとの混血。 

さらに、山岳地帯や南部に少数民族。 

宗 教 カトリック 83％、その他のキリスト教 10％、イスラム教 5％ 

言 語 公用語：フィリピノ語（タガログ語を基礎とした言語）、英語 

 

（２）政治・外交 

独立年月日 46 年 7 月 4 日（米国統治下から独立） 

現 憲 法 87 年 2 月 11 日公布 

政   体 立憲共和制 

元   首 グロリア・マカパガル・アロヨ（Gloria Macapagal-Arroyo）大統領 

（01 年 1 月、エストラーダ大統領の辞任により、後継として副大統領から

昇格。04 年 5 月の大統領選挙で再選。現任期は 10 年 6 月末まで。） 

行政責任者 同上 

政   党 与党：ラカス・カンピ CMD (下院議席数 144 議席） 

野党：民族主義者国民連合 (下院議席数 28)ほか 

議   会 上院： 24 議席（任期 6 年、全国区制、三選禁止） 

下院：250 議席（任期 3 年、小選挙区制および比例代表制、四選禁止） 

軍   事 司令部／統幕 1.1 万人、陸軍 7.7 万人、海軍 2.0 万人、空軍 1.6 万人、 

予備役 13.1 万人（志願制） 

軍事費は国家予算ベースで GDP 比 0.8%（07 年） 

外   交 安全保障政策の推進、経済外交を通じた発展、海外労働者の利益保護 

加盟国際機関 国連、IMF、世銀、IDA、IFC、WTO、ADB、ASEAN、APEC 等 

教   育 初等教育 6 年（就学率 94％、04 年） 義務教育 

中等教育 4 年（就学率 59％、04 年） 

 

（３）経済（原則として 08 年数値） 

    1US＄＝47．69 ペソ （09 年 10 月 30 日時点） 

名目 GDP 7 兆 4,232 億ペソ（1,671 億ドル） 

1 人当り GDP 1,847 ドル 

名目 GDP 構成比 農林水産業 14.9％、鉱工業 31.6％、サービス業 53.5％ 

就業人口構成比 農林水産業 36.1％、鉱工業 15.1％、サービス業 48.8％ 

輸出構造 

（GDP 比 39.6％） 

エレクトロニクス製品 58.1％、衣料品 4.0％、鉱物 5.1％、 

機械・輸送機器 4.3％  

主要輸出先 米国 16.7％、日本 15.7％、中国 11.2％、香港 10.2％、オランダ 7.6％

輸入構造 

（GDP 比 38.7％） 

エレクトロニクス製品 45.4％、鉱物燃料・潤滑油 17.3％、 

輸送用機器 4.4％、産業用機器 3.8％   

主要輸入先 米国 12.7％、日本 11.6％、シンガポール 10.5％、中国 7.5％、 

台湾 6.8％ 

本邦金融機関 

進出状況 

支店：三菱東京 UFJ 銀行、みずほコーポレート銀行 

駐在員事務所：三井住友銀行 

本邦総合商社 

進出状況 

伊藤忠商事、兼松、住友商事、豊田通商、双日、丸紅、三井物産、 

三菱商事 




